
公益法人制度改革関連三法の成立に伴い新たに制定された公益法人会計基準（平成20年基準）を準拠している。

  １   重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の購入価格によって評価する。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　①　棚卸資産の棚卸方法については、帳簿棚卸により行うものとする。

　　　②　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法によるものとする。

（3）固定資産の減価償却の方法

　　　①　固定資産の減価償却については、定額法により、毎事業年度において減価償却を行うものとする。

　　　②　減価償却の記帳整理の方法は、直接法によるものとする。

　　　③　減価償却は、当該固定資産を事業の用に供した日から開始する。

　　　④　減価償却の耐用年数等は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）」に定

　　　　めるところによる。

　　　⑤　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　定額法によっている。

（4）引当金の計上基準

　　　①　退職給付引当金は、公益財団法人東京都福祉保健財団職員退職金規程(以下退職金規程という）に基づ

　　いて算定して得た額の2分の1相当額を計上している。退職金規程に基づいて算定した額とは、職員の退職給付

　　債務に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額をいう。なお、退職給付債務は、給付に

　　備えるため、当事業年度末における期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

　　　②　欠損補てん積立金は、社会福祉法人等への貸付債権の貸倒による損失に備えるため、前年度末日におけ

　　る貸付金残額の1,000分の15に相当する額を計上している。

（5）リース取引の処理方法

平成20年4月1日以降開始する事業年度から適用するリース会計基準に係る会計処理は以下のとおりである。

　　　①　リース会計基準適用前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

　　　②　リース会計基準適用後の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引については、通常の賃貸借処理に係る方法

　　　　に準じた会計処理を適用している。

（6）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式により行っている。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記
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　２   基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　 　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　  　

　　

　　システム開発費

　３   基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　 　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　　基本財産投資有価証券

　　基本財産積立資産

　　システム開発費

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　　基本財産投資有価証券 499,381,000 435,000 499,816,000

　　基本財産積立資産 619,000 435,000 184,000

  小　　計 500,000,000 435,000 435,000 500,000,000

特定資産

　　什器備品 104,875,589 18,311,770 12,117,542 111,069,817

15,414,018 3,157,920 5,611,490 12,960,448

　　保証金 622,098,954 10,585,806 632,684,760

　　退職給付引当資産 116,703,383 35,788,050 43,083,200 109,408,233

　　運用財産積立資産 282,044,446 10,000,000 109,416,481 182,627,965

　運用財産積立資産（定期預金） 30,000,000 10,000,000 20,000,000

　　運用財産投資有価証券 99,975,000 100,000,000 199,975,000

　　欠損補てん積立資産 12,531,127 12,531,127

　　 欠損補てん積立投資有価証券 99,975,000 99,975,000

　　子供が輝く東京基金資産 314,092,267 150,053,979 100,000,000 364,146,246

　　子供が輝く東京基金資産（定期預金） 1,441,290,000 150,000,000 1,291,290,000

　　 貸付金 48,617,096 6,518,022 42,099,074

小　　計 3,187,616,880 327,897,525 436,746,735 3,078,767,670

合　　計 3,687,616,880 328,332,525 437,181,735 3,578,767,670

（単位：円）

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
　　　　からの充当額）

（うち一般正味財産
　　 からの充当額）

　（うち負債に
　　　　　対応する額）

基本財産

499,816,000 499,816,000

184,000 184,000

　　基本財産積立資産（定期預金） 0 0

  小　　計 500,000,000 500,000,000 0 0

特定資産

　　什器備品 111,069,817 111,069,817

12,960,448 12,960,448

　　保証金 632,684,760 632,684,760

　　退職給付引当資産 109,408,233 109,408,233

　　運用財産積立資産 182,627,965 182,627,965

99,975,000

　運用財産積立資産（定期預金） 20,000,000 20,000,000

　　運用財産投資有価証券 199,975,000 199,975,000

1,291,290,000

　　欠損補てん積立資産 12,531,127 12,531,127

　　 欠損補てん積立投資有価証券 99,975,000

1,877,350,606

　　子供が輝く東京基金資産 364,146,246 364,146,246

　　子供が輝く東京基金資産（定期預金） 1,291,290,000

　　 貸付金 42,099,074 42,099,074

小　　計 3,078,767,670 798,814,099 402,602,965

合　　計 3,578,767,670 1,298,814,099 402,602,965 1,877,350,606
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　４   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている)

　 　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　５   債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高（貸倒引当金を直接控除した残額のみを記載）

　 　　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

　６   満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　 　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。　　

　地方債

　　　第17回 愛知県公募公債

　　　第3回 愛知県公募公債

　　　第704回 東京都公募公債

　　　第680回 東京都公募公債

　　　第394回 大阪府公募公債

　　　第5回 広島県公募公債

　金融債

　　　利付農林債5年イ777号

　　　利付農林債5年イ777号

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　特定資産

　　　什器備品 162,036,539 50,966,722 111,069,817

科　　　目

　　　システム開発費 41,013,606 28,053,158

　その他固定資産

12,960,448

　　　什器備品 36,657,467 24,931,385

　　　リース資産 99,251,046 57,673,405

合　　　計 338,958,658 161,624,670

（単位：円）

科　　　目 債権金額 貸倒引当金　の当期末残高 債権の当期末残高

未 収 金 105,495,663 105,495,663

立 替 金 130,400 130,400

貸 付 金 748,159,074 112,506,127 635,652,947

合　　　計 853,785,137 112,506,127 741,279,010

 （単位：円）

科　　　目 帳簿価額 時価 評価損益

99,955,000 102,610,000 2,655,000

99,920,000 101,350,000 1,430,000

99,990,000 102,650,000 2,660,000

99,951,000 100,890,000 939,000

99,975,000 100,220,000 245,000

99,975,000 100,220,000 245,000

合　　　計 799,766,000 808,781,700 9,015,700

41,577,641

11,726,082

177,333,988

100,000,000 100,781,700 781,700

100,000,000 100,060,000 60,000
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　７　 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　 　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　８　　都補助金等の正味財産増減計算書と収支計算書における事業別内訳

　　　　都補助金等の正味財産増減計算書と収支計算書における事業別内訳は、次のとおりである。

　９　　職員費に関する事項

　　　　東京都派遣職員に係る職員費は平成２７年度より、原則、東京都から直接支給されることとなった。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者
前期末 当期 当期 当期末 貸借対照表上

残高 増加額 の記載区分

都 補 助 金 収 入 東京都知事 0 3,097,850,047 3,097,850,047 0 一般正味財産

205,692,761 32,055,496 17,729,032 220,019,225

減少額 残高

指定正味財産

合 計 205,692,761 3,129,905,543 3,115,579,079 220,019,225

都 補 助 金 収 入 東京都知事

（単位：円）

事業名
正味財産増減計算書 収支計算書

説明
【受取都補助金】 【都補助金収入等】

15,724,468 15,724,468

事務局運営 717,953,404 717,953,404

都補助金収入は事務費分と助成金分があり、助成金分は預り補助金
のため正味財産の増減に影響なし

福祉情報提供事業 20,995,812 20,995,812

介護支援専門員更新研修事業 1,206,220 1,206,220

介護支援専門員再研修事業

福祉情報総合ネットワーク事業 45,265,735 45,265,735

福祉サービス第三者評価システム事業 44,947,495 44,947,495

施設活用事業 556,185,523 556,185,523

ユニバーサルデザイン情報サイト事業 2,232,677 2,232,677

生活サポート特別貸付アフターフォロー事業 6,098,264 6,098,264

地域福祉振興事業 176,582,000 全額が預り補助金のため

福祉医療機構借入金利子補給事業 834,419,657 全額が預り補助金のため

介護老人保健施設整備資金利子補給事業 388,235,000 全額が預り補助金のため

27,370,138

子供が輝く東京・応援事業 25,041,960 25,041,960

東京都障害福祉サービス等職員宿舎借り上げ支援事業 8,214,062 16,009,062 都補助金収入は事務費分と助成金分があり、助成金分は預り補助金
のため正味財産の増減に影響なし

受取都補助金等振替額 17,729,032 減価償却費のため

合　　　　　計 1,523,480,918 3,129,905,543

現任障害福祉サービス等職員資格取得支援事業 7,721,552 10,341,552 都補助金収入は事務費分と助成金分があり、助成金分は預り補助金
のため正味財産の増減に影響なし

現任介護職員資格取得支援事業 3,513,149 19,511,149

次世代介護機器の活用支援事業 19,041,312 19,041,312

東京都介護職員宿舎借上げ支援事業 4,240,115 202,744,115 都補助金収入は事務費分と助成金分があり、助成金分は預り補助金
のため正味財産の増減に影響なし

サービス付き高齢者向け住宅登録等事業 27,370,138
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　１０   指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　 　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

　経常収益への振替額

　１１  退職給付に関する事項

（1）採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。

（2）退職給付債務及びその内訳

退職給付債務 109,408,233円

退職給付引当金 109,408,233円

（3）退職給付費用に関する事項

勤務費用 35,788,050円

退職給付費用 35,788,050円

（4）退職給付債務等の計算基礎に関する事項

   退職給付債務の計算にあたっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合に要する支給額を基礎にその２分の１相当額

　 を決算の金額としている。

（単位：円）

内　　　　　容 金　　　　額

17,729,032 

6,518,022 　　貸付金受贈益計上による振替額

　　減価償却費計上による振替額

合　　　　　計 24,247,054
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 12  その他

（１） キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の期末残高と、貸借対照表に掲記されている現預金の関係

現金及び預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

現金及び現金同等物　

（2）リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース資産の内容

その他固定資産

　事務局におけるコンピュータ、サーバー及びインターネット関連機器等

（3）リース会計基準適用前及び適用後の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額

　②　未経過リース料 期末残高相当額

　③　当期支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　④　減価償却費相当額の算定方法

 　リース期間を耐用年数とし、残存価格を０円とする定額法によっている。

　⑤　利息相当額の算定方法

 　リース料総額とリース物件の取得価格相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっている。

911,936,447円

　　　　　　　　0円

911,936,447円

（単位：円）

取得価格相当額 減価償却累計額 期末残高相当額

器　具　及　び　備　品 72,595,795 42,144,984 30,450,811

合　　　　計 72,595,795 42,144,984 30,450,811

（単位：円）

１　年　内 １　年　超 合　　　　計

13,531,130 21,741,940 35,273,070

（単位：円）

支払リース料 減価償却費相当額 支払利息相当額

16,410,555 14,694,786 1,715,769

120


	表紙・目次
	00（表紙）事業報告書・決算報告書
	01 目次
	02（中扉）事業報告書
	03　Ⅰ　概要
	04　Ⅱ　事業体系
	05　Ⅲ　H30実績報告書
	06　Ⅳ　庶務関係事項報告（理事会・評議員会）
	07　Ⅳ-2　庶務関係事項報告（職員状況）
	08（表紙）参考資料
	09　H30参考資料
	バインダ1
	00（表紙）事業報告書・決算報告書
	01 目次
	02　平成30年度事業報告書（確定）［Ⅰ_概要］0523事務局長チェック後
	03 Ⅱ　事業体系（A4印刷用）31.5.16
	04　Ⅲ　H30実績報告書（0528）
	05　Ⅳ　庶務関係事項報告（理事会・評議員会）0515魚井さんより
	06　Ⅳ-2　庶務関係事項報告（職員）0423粟津さんより
	07（表紙）参考資料
	08　★02　H30参考資料（0523）
	00-1白紙
	00平成３０年度決算報告書
	01-1-1白紙
	01-1中扉　Ⅰ　貸借対照表
	01‐2【5.8出力】貸借対照表（法人全体）
	01-3【5.8出力】貸借対照表内訳表
	02-1-1白紙
	02-1中扉　Ⅱ　正味財産増減計算書
	02-2【5.14出力】正味財産増減計算書（法人全体）特別融資返納金を修正
	02‐3【5.8出力】正味増減計算書内訳表
	02-4【5.8出力】正味増減計算書内訳表（参考資料）
	03-1-1白紙
	03-1中扉　Ⅲ　キャッシュ・フロー計算書
	03-2【法人全体】30キャッシュフロー計算書
	03-3【内訳】30キャッシュフロー計算書(
	04-1-1白紙
	04-1中扉　Ⅳ　財務諸表に対する注記
	04-2【4.30⇒5.1⇒5.9⇒5.14⇒決算当日修正】平成30年度 財務諸表に対する注記≪完成5.14≫
	04-3-1白紙
	04-3平成30年度 附属明細書
	05-1-1白紙
	05-1中扉　Ⅴ　財産目録
	05-2【4.30⇒5.1⇒5.7⇒5.9】平成30年度 財産目録≪完成5.9≫
	06-1-1白紙
	06-1中扉　Ⅵ　収支計算書
	06-2　平成30年度　収支計算書（法人全体）
	06-3　平成30年度　収支計算書（内訳表）
	06-4　平成30年度　各会計別収支計算書
	06‐5 平成30年度　収支計算書内訳表（参考資料）
	06-6【4.30】平成30年度収支計算書に対する注記
	07-1-1白紙
	07-1-2監査報告書 鈴木監事
	07-1監査報告書　久保監事　雲田監事


	03初稿（読み合わせ後，信英堂送付）.pdf
	00（表紙）事業報告書・決算報告書
	01 目次
	02（中扉）事業報告書
	03　Ⅰ　概要
	04　Ⅱ　事業体系
	05　Ⅲ　H30実績報告書
	06　Ⅳ　庶務関係事項報告（理事会・評議員会）
	07　Ⅳ-2　庶務関係事項報告（職員状況）
	08（表紙）参考資料
	09　H30参考資料
	バインダ1
	00（表紙）事業報告書・決算報告書
	01 目次
	02　平成30年度事業報告書（確定）［Ⅰ_概要］0523事務局長チェック後
	03 Ⅱ　事業体系（A4印刷用）31.5.16
	04　Ⅲ　H30実績報告書（0528）
	05　Ⅳ　庶務関係事項報告（理事会・評議員会）0515魚井さんより
	06　Ⅳ-2　庶務関係事項報告（職員）0423粟津さんより
	07（表紙）参考資料
	08　★02　H30参考資料（0523）
	00-1白紙
	00平成３０年度決算報告書
	01-1-1白紙
	01-1中扉　Ⅰ　貸借対照表
	01‐2【5.8出力】貸借対照表（法人全体）
	01-3【5.8出力】貸借対照表内訳表
	02-1-1白紙
	02-1中扉　Ⅱ　正味財産増減計算書
	02-2【5.14出力】正味財産増減計算書（法人全体）特別融資返納金を修正
	02‐3【5.8出力】正味増減計算書内訳表
	02-4【5.8出力】正味増減計算書内訳表（参考資料）
	03-1-1白紙
	03-1中扉　Ⅲ　キャッシュ・フロー計算書
	03-2【法人全体】30キャッシュフロー計算書
	03-3【内訳】30キャッシュフロー計算書(
	04-1-1白紙
	04-1中扉　Ⅳ　財務諸表に対する注記
	04-2【4.30⇒5.1⇒5.9⇒5.14⇒決算当日修正】平成30年度 財務諸表に対する注記≪完成5.14≫
	04-3-1白紙
	04-3平成30年度 附属明細書
	05-1-1白紙
	05-1中扉　Ⅴ　財産目録
	05-2【4.30⇒5.1⇒5.7⇒5.9】平成30年度 財産目録≪完成5.9≫
	06-1-1白紙
	06-1中扉　Ⅵ　収支計算書
	06-2　平成30年度　収支計算書（法人全体）
	06-3　平成30年度　収支計算書（内訳表）
	06-4　平成30年度　各会計別収支計算書
	06‐5 平成30年度　収支計算書内訳表（参考資料）
	06-6【4.30】平成30年度収支計算書に対する注記
	07-1-1白紙
	07-1-2監査報告書 鈴木監事
	07-1監査報告書　久保監事　雲田監事





